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要旨 

日本政府は 2000 年の IT 基本戦略策定以来、行政手続のオンライン化を進めてきた。その

結果、数多くの行政手続がオンライン化された。しかし、オンライン化したものの、利用

率が低い手続きも存在し、オンラインでの手続きを利用停止にする事態に至った。その利

用停止の契機となったのが、電子政府評価委員会による政府の取り組みに対する評価であ

った。この評価により、全ての行政手続のオンライン化を目指すのではなく、利用の多い

手続きに重点を置いたオンライン化の推進へと政府の方針が転換したのである。本研究で

は、この電子政府評価委員会による評価に着目する。具体的には、委員会が提出した報告

書を分析して、その再評価を行う。この再評価により、現在では取り組みが停滞している

行政手続のオンライン化について、改めてその可能性や課題について検討することとした

い。 

キーワード：電子政府 行政手続オンライン化、電子政府評価委員会、施策評価 

 

Abstract 

The Japanese government pushed forward the online administrative procedure since IT 

basic strategy was devised at 2000. As a result, many administrative procedures went 

online. However, although many procedures went online, there are systems that were 

not actually used. Then some of those systems were led to suspension. It was an 

evaluation for the actions of the government by electronic government evaluation 

Committee that the suspension led. Based on that evaluation, the Japanese government 

gave up making all administrative procedures work online and switched a policy to 

promotion of the online that limited to many procedures use. In this study, it pays its 

attention to an evaluation by that electronic government evaluation Committee. 

Specifically, this article analyzes the report which that Committee submitted and 

carries out the reevaluation of the report. By this reevaluation, this study examines the 

possibility and problem about the online administrative procedure that an action is 

delayed some other time now. 

Keywords: E-Government, Digitization of Administrative Procedure, Electronic 

Government Evaluation Committee, Program Evaluation 



１ はじめに 

日本政府は 2000 年の IT 基本戦略の策定以来、行政手続のオンライン化を進めてきた。

その結果、数多くの行政手続がオンライン化された。しかし、オンライン化したものの、

利用率が低い手続きも存在したため、オンラインでの利用を停止される手続も現れる事態

に至っている。その利用停止の契機となったのが、電子政府評価委員会によってなされた

政府の取り組みに対する評価であった。この評価により、全ての行政手続のオンライン化

を目指すのではなく、利用の多い手続きに重点を置いたオンライン化の推進へと政府は方

針転換したのである。本研究では、この電子政府評価委員会による評価に着目する。具体

的には、委員会が提出した報告書を分析して、その再評価を行う。この再評価により、現

在では取り組みが停滞している行政手続のオンライン化について、改めてその可能性や課

題について検討することとしたい。 

 

２ 行政手続オンライン化の経緯 

2000 年に、日本では、IT 戦略本部が設置され、IT 基本戦略が策定された。これは日本

の情報通信政策を方向付ける戦略であり、「基本理念」と「重点政策分野」の二部から成る。 

その「基本理念」の中には、「電子政府の実現」という項目がある。そこには、以下のよ

うに記されていた。 

 

電子政府は、行政内部や行政と国民・事業者との間で書類ベース、対面ベースで行われ

ている業務をオンライン化し、情報ネットワークを通じて省庁横断的、国・地方一体的

に情報を瞬時に共有・活用する新たな行政を実現するものである。(「IT 基本戦略」より) 

 

この引用文章にあるように、IT 基本戦略で規定されるところの電子政府の実現は「書類ベ

ース、対面ベースで行われている業務をオンライン化」することを指していた。IT 基本戦

略以降、2001 年には e-Japan 戦略、2003 年には e-Japan 戦略Ⅱが策定され、それらの戦

略においても、業務のオンライン化の推進が目標として掲げられ、具体的には行政ポータ

ルサイト等を介したワンストップサービスの実現などを目指した取り組みが行われること

となった。 

 累次の戦略を受けて、2003 年には、いわゆる行政手続オンライン化法が施行された。こ

の法律は、行政手続全般について包括的にオンライン化の対象とすることとし、オンライ

ン化の対象外とする一部の手続については限定的に列挙するという構造になっている。 

 2006 年に策定された IT 新改革戦略では、「世界一便利で効率的な電子行政」の実現が謳

われ、具体的には、「オンライン申請率 50%達成や小さくて効率的な政府の実現」が目標と

して掲げられた。 

オンライン申請率について数値目標を掲げ、行政手続のオンライン化を目指した各種の

取り組みが日本においてなされてきた。しかし、日本における取り組みは、2008 年に決定

された「オンライン利用拡大行動計画」（2008 年 9 月 12 日 IT 戦略本部決定）が転換点と

なった。この計画は、オンライン化の推進やオンライン化された行政手続の利用の拡大を

図ることとするものであったが、一方で、実際に利用されていないオンラインでの手続に

ついては、その利用停止も含意していた。行政手続のオンライン化推進一辺倒から利用さ



れる一部の手続のオンライン化へと政府としての立ち位置が変更されたのである。 

2011 年には、「新たなオンライン利用に関する計画」(2011 年 8 月 3 日 IT 戦略本部決定)

が策定され、オンライン利用拡大行動計画で示された取組みの強化が謳われている。 

かように、行政手続オンライン化法により行政手続全般がオンライン化の対象となり得

るとされながら、「オンライン利用拡大行動計画」によって、利用停止とされたオンライン

手続もあるというのが、現在の日本の状況である。その利用停止の背景にあったのが、電

子政府評価委員会によってなされた政府の取り組みに対する一連の評価であった。本研究

は、改めて電子政府評価委員会による評価を再評価する試みである。その再評価にあたっ

て、参照軸とするのが、本田[2012・2013]で示してきたところの手続協力費用削減モデル

である。 

- 

３ 行政手続オンライン化の課題 

行政手続のオンライン化とは、従来は役所の窓口などで行っていた各種手続について、

申請者などがオンラインでの手続を行うことを可能とする取組みである。単に手続をオン

ラインで利用出来るようにするだけでは、利用者にとっての利便性は向上せず、その利用

は伸び悩む。この点は、日本政府も認識するところであって、「新たなオンライン利用に関

する計画」では、以下のように述べられている。 

 

申請システムの使い勝手（ユーザビリティ）やオンライン利用の時間的・経済的メリッ

ト等について、利用者の満足度は必ずしも高くなく、依然として利用者から改善を求め

る意見・要望が寄せられているなど、国民・企業等がオンライン利用の利便性を十分に

実感できているかということに関しては、なお改善すべき点がある。その背景には、利

用者の視点に立った業務の分析・見直し、申請システムの設計等が不十分であったこと

が挙げられる。(「新たなオンライン利用に関する計画」pp.2-3) 

 

オンライン化された行政手続の利用が伸び悩んだ理由として、「新たなオンライン利用に関

する計画」においては、使い勝手や時間的・経済的メリット等について利用者の満足度が

高くなったという理由があげられている。対して、情報通信学会の 2012 年大会における発

表である本田[2012]では、行政手続に協力すること自体にコストが発生しているにもかかわ

らず、利用者中心の思想のもとでオンライン化が進められなかったという点を指摘した。

そして、本田[2012]では、行政手続の電子化における手続協力費用削減モデルを構築する必

要性を論じた。 

 

４ 手続協力費用削減モデルの構想 

 行政手続に対する協力のコストは、金銭的コスト・時間的コスト・肉体的精神的コスト

の三つの要素から成るとされている(Sandford et al. [1989:3-23])。それらの負担を軽減する

手続協力費用削減モデルを構想することで、オンラインでの手続の利用が促進され得ると

したのが本田[2012]であった。 

  本田[2013]では、行政手続を具体的に書類準備・窓口申請・許可証受領という主たる三つ

の段階に分け、古物商許可申請手続を事例としてあげて、その手続協力費用の構造を明ら



かにした。そこで示した行政手続協力費用を詳細に見ると、以下のようになる。 

 

表１. 行政手続協力費用のコスト構造 

 行政手続協力費用 

＝ 書類準備コスト(金銭的コスト、時間的コスト、肉体的精神的コスト) 

+ 窓口申請コスト(金銭的コスト、時間的コスト、肉体的精神的コスト) 

+ 許可証受領コスト(金銭的コスト、時間的コスト、肉体的精神的コスト) 

 

前章で参照した日本政府による「新たなオンライン利用に関する計画」でも、手続を行う

際に発生するコストについて言及されている。そのコストとは、オンラインで手続を行う

ための初期費用・オンラインで手続を行うための初期設定にかかる時間・操作習熟に係る

時間その他のコストであった(「新たなオンライン利用に関する計画」p.5)。それらのコス

トは、金銭的コストと時間的コストに対応しているものの、肉体的精神的コストには対応

していない。日本政府によって進められてきた行政手続のオンライン化においては、行政

手続に協力することで発生するコストについて、その一部の側面しか着目されていなかっ

たのである。 

日本では、一度オンライン化されたものの、利用率が低い手続きも存在したため、2008

年発表の「オンライン利用拡大行動計画」を契機として、オンラインでの手続きが利用停

止にされる事態に至っている。その利用停止の背景にあったのが、電子政府評価委員会に

よる政府の取り組みに対する評価であった。「オンライン利用拡大行動計画」においても、

以下のような記述が見られる。 

 

内閣官房及び総務省は、利用率が極めて低調であり、今後とも改善の見込みがない手続

については、今後の利用者ニーズや費用対効果、代替措置の有無等を総合的に勘案して、

停止すべきシステムの範囲を電子政府評価委員会に対して報告し、その評価や国民から

の意見も踏まえた上で、年内を目途にシステム停止の是非について結論を得るものとす

る。(「オンライン利用拡大行動計画」p.10) 

 

電子政府評価委員会による評価にあたっては、利用者に対してのヒアリング調査なども行

われ、行政手続を行うことについてのコストについても検証がなされている。しかし、そ

のコストの検証も、上述のような行政手続協力費用を総合的に勘案したものとはなってい

ない。本田[2013]でも論じたように、具体的な行政手続を取り上げて、行政手続協力費用の

概算を行うことは可能であり、その概算を元にオンライン化の当否を論じる必要があるの

である。 

そこで、次章では、電子政府評価委員会が公表した報告書に読み解くこととする。 

 

５ 電子政府評価委員会による評価 

 2006 年 8 月に、「各府省における業務・システムの最適化、申請・届出等手続における

オンライン利用促進等電子政府に係る施策の推進等に関し、費用対効果の観点も含め厳正

な審査・評価等を行うとともに、各府省 PMO(プログラム・マネジメント・オフィス)等の



活動状況の評価を行うため」(「電子政府評価委員会について」(IT 新改革戦略評価専門調査

会会長決定))に、IT 戦略本部の下に IT 新改革戦略評価専門調査会が設置された。そして、

オンライン利用促進等電子政府に係る施策の推進等について専門的な評価を行うために、

IT 新改革戦略評価専門調査会の中に電子政府評価委員会が設置された。 

 電子政府評価委員会は、平成 18 年度から三回にわたって評価の報告書を公表している。

そのうち、平成 18 年度(2007 年 4 月公表)及び平成 19 年度(2008 年 3 月公表)の報告書は、

2008 年 9 月に発表された「オンライン利用拡大行動計画」との関係で、とりわけ重要な意

味を持つものであった。 

 まず、平成 18 年度報告書を見ると、以下のような構成になっている。 

 

表２. 電子政府評価委員会による平成 18 年度報告書の構成 

 １．問題意識と現状把握 

  （１）問題意識 

  （２）施策の進捗と利用者の実感の状況 

２．課題の抽出と解決に向けた方向性 

（１）利用者視点に立った見える化と業務・サービス改革 

（２）IT・非 IT の一体的改革と連携強化による全体最適の推進 

（３）安全・安心で費用対効果の高い共通基盤の整備・普及 

（４）利用者視点に立った成果主義の徹底 

３．実感指標（案）について 

（１）趣旨 

（２）パイロット調査の実施  

（３）実感指標（案）の提示 

（４）今後の留意点  

４．今後の取組に当たって  

（１）利用者目線の見える化と業務・サービス改革 

（２）フロントオフィス改革とバックオフィス改革の連動強化  

（３）安全・安心で費用対効果の高い共通基盤の整備・普及  

（４）利用者視点に立った成果主義の徹底 

 (電子政府評価委員会「平成 18 年度報告書」より) 

 

「1.」の(1)では、以下の三点が課題として指摘されている。 

 

①利用者視点に立った「見える化」と成果主義 

②フロントオフィス改革とバックオフィス改革の連動強化 

③オンラインに係る共通基盤の整備・普及、府省内・府省間連携、国・地方連携、官民

連携による全体最適の実現 

 

そして、続く(2)では、電子政府の推進やオンライン利用促進等について、現状の確認や各

種団体やオンライン手続利用者へのヒアリング調査の結果が示されている。 



 「1.」を受けて、「2.」において、解決へ向けた四つの方向性が示されている。この四つ

の方向性は、上に引用した「1.」において指摘された①から③の課題に対応している。 

 「3.」では、「利用者の実感や視点に立った指標」の必要性が強調され、「行政サービスの

利便性が向上していると感じる国民・企業の割合」や「行政手続の時間・費用が短縮した

と感じる国民・企業の割合」が指標の案として提示されている。 

 「4.」は、「2.」で示された課題を要約したものである。 

 以上のように、電子政府評価委員会による平成 18 年度の報告書においては、電子政府の

推進やオンライン利用促進等の評価の方向性を示されている。 

 平成 18 年度の報告書を受けて、続く平成 19 年度の報告書は、以下のような構成になっ

ている。 

 

表３. 電子政府評価委員会による平成 19 年度報告書の構成 

１．はじめに 

２．昨年度の電子政府評価委員会報告書の内容と本年度の評価方針・評価活動 

（１）利用者目線の見える化と業務・サービス改革 

（２）フロントオフィス改革とバックオフィス改革の連携強化 

（３）安全・安心で費用対効果の高い共通基盤の整備・普及 

（４）利用者視点に立った成果主義の徹底 

３．本年度の評価結果 

（１）利用者目線の見える化と業務・サービス改革 

（２）フロントオフィス改革とバックオフィス改革の連携強化 

（３）安全・安心で費用対効果の高い共通基盤の整備・普及 

（４）利用者視点に立った成果主義の徹底 

４．おわりに 

(電子政府評価委員会「平成 19 年度報告書」より) 

 

平成 19 年度報告書では、「1.」で報告書全体の論点のイメージが示された後、「2.」で前年

度の報告書の内容と本年度の評価方針と評価活動が確認されている。 

 平成 19 年度の評価結果は、「3.」において示されている。その(1)では、オンライン申請

利用率に関する調査の結果や利用者へのヒアリング調査の結果などから、以下のような解

決の方向性が示されている。 

 

（ア）添付書類の見直し（削減・電子化） 

（イ）国民・企業が利用する見込みの高い手続等を重点的に実施する促進方策の検討 

（ウ）国税、登記、社会保険・労働保険の各分野における取組の更なる推進 

（エ）インセンティブの付与 

  

このうち(イ)では、オンライン利用が停滞する手続については、オンライン利用促進の必要

性も含めて検討するべきであると指摘されている。この指摘が後の「オンライン利用拡大

行動計画」におけるオンライン利用を促進する手続の絞り込みの遠因になっている。 



 「3.」の(2)では、申請 1 件当たりの年間運用経費に関する調査の結果などから業務改革

の必要性、(3)では公的個人認証による電子証明書の累計発行数に関する調査結果などから

公的個人認証サービスの普及やデータ標準化の必要性が指摘されている。 

 「4.」では、オンライン申請１件当たりの経費に関する調査結果やオンライン申請の認知

度・利用度・満足度等のアンケート調査の結果などから、解決の方向性として、「利用者視

点からの評価方法の検討」や「電子政府評価委員会における継続的な評価の実施」があげ

られている。 

 電子政府評価委員会は平成 20 年度の報告書も発表している。その構成は平成 19 年度に

準じているが、「オンライン利用拡大行動計画」を受けて、「利用者目線の見える化と業務・

サービス改革」のなかに、「メリハリの効いた対応」という項目が追加され、停止すべきシ

ステムや費用対効果の改善の必要性などが言及されている。そして、課題や解決の方向性

は、平成 19 年度報告書で示された事項が改めて強調されている。 

 

６ 電子政府評価委員会による評価への再評価 

 前章で見てきたように、電子政府評価委員会による評価は、利用者に関するものから業

務改革に関するものまで複数の側面に対して行われたものである。ただし、費用対効果に

関する言及はあるが、それは主にシステム開発を行う政府側に関するものであって、利用

者側の負担については、「使い勝手」という定性的な負担についての調査や評価はあるもの

の、手続に協力する際に発生している費用負担への言及は見られない。例えば、平成 19 年

度の報告書においても、「利用者視点からの評価方法の検討」の必要性が強調されているこ

とから、利用者側の費用負担の削減という側面から、行政手続のオンライン化について再

評価する必要があると言えるだろう。 

 平成 19 年度報告書では、オンライン申請 1 件当たりの経費に関する調査結果も明らかに

されている。これについては、システム開発や運用に関わる経費を正確に算出することは

困難である旨が述べられているが、経費を利用者数で割り、オンライン申請１件当たりの

経費を算出しても、行政手続オンライン化にまつわるコストの一側面しか明らかに出来て

いない。利用者が少なくとも、オンライン化によって一件あたりの手続協力費用が大きく

削減出来ていれば、経費に見合う投資であったとすることも可能である。逆に、申請利用

数が多く、オンライン申請 1 件当たりの経費が安くとも、オンライン申請に協力すること

に大きなコストが生じているようでは、「利用者視点」という観点からは、オンライン化を

推進する意義が見出せなくなる。どの部分で、どれだけの改善が見込めるのかを改めて再

評価する必要がある。 

 そもそも、電子政府評価委員会は、継続的な評価活動をもって、電子政府に関する取り

組みを改善していくことを企図していた。しかし、電子政府評価委員会による評価及びに

報告書の提出は平成 20 年度をもって終わっており、電子政府の取り組みを継続的に評価に

するという当初の目的は達成出来ていない。ゆえに、電子政府評価委員会による評価を完

成されたものとして批判するのは不適当である。平成 18 年度から平成 20 年度の報告書の

内容に、本田[2012・2013]で提唱してきたような手続協力費用削減モデルという視点を組

み込んだ新たな評価方法を構想する必要があるだろう。 

 



７ おわりに 

 本研究では、行政手続のオンライン化につき、手続協力費用を削減するという側面から、

改めて電子政府評価委員会によってなされた評価を再評価する試みを行った。 

日本政府にあっては、行政手続に関する包括的なオンライン化から一部の手続について

の重点的なオンライン化と利用の促進へと施策の重心を転換している。そのため、新たな

手続についてオンライン化が検討されるような状況にはない。また、電子行政という観点

では、手続のオンライン化の推進よりもオープンデータの推進に重心が移されている。そ

のような中で、改めて行政手続のオンライン化を取り上げることに研究上・実務上の意義

が見出せないという批判も予想されるが、税と社会保障の一体改革に関連して、行政手続

に共通して使用可能となるマイナンバーの導入が予定されるなど、行政手続を取り巻く環

境には変化が見られるのであって、行政手続のあり方について議論することの意義は失わ

れていない。本研究で行ったような検討を今後も加えていく必要性は失われてはおらず、

そのような検討を続け、政策的に有用な提言などにつなげることが本研究に残された課題

である。 
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